
障害児に対する支援体制の状況及び中核機能としての体制の確保に関する取組の実施状況

（令和６年４月～令和７年３月）

児童発達支援センター小鳩園

１．基本要件

項番 確認事項 取組状況

○　市町村及び地域の関係機関との連携体制を確保しているか。

以下のいずれかに該当する場合には、要件を満たすものとする。
１．（自立支援）協議会（こどもの専門部会含む）又はこれに準ずる会議等に参画している場合。
２．（自立支援）協議会の設置がない場合等であって、市町村が開催する障害福祉・障害児支援に
関する会議への参加や、市町村と定期的に情報共有等を目的とした会議を開催している場合。
３．令和６年４月１日時点では上記の各取組を実施していないが、令和６年度早期に実施予定である
場合。その場合には、市町村と事前に協議・調整を行い、市町村が認めたものであること。

○　幅広い発達段階及び多様な障害特性に応じた専門的な発達支援及び家族支援を提供する体
制を確保しているか。

以下のいずれかに該当する場合には、要件を満たすものとする。
１．指定放課後等デイサービスの指定を有している場合。
２．同一法人及び同一市町村内であって、指定放課後等デイサービスの指定を有している事業所と
の連携により、体制を確保している場合(指定管理等の場合であって、一体的に運用されている場合
には他法人でも可）。
３．保育所等訪問支援の指定を有している、又は自治体からの補助、委託事業等により、小学校か
ら高等学校までのいずれかの学校等に訪問し、学齢児に対して支援を行うことが可能である場合。
４．同一法人及び同一市町村内であって、保育所等訪問支援の指定を有している等の事業所との連
携により、上記３の内容を行う体制を確保している場合。(指定管理等の場合であって、一体的に運
用されている場合には他法人でも可）。
５．令和６年４月１日時点では上記の各取組を実施していないが、令和６年度早期に実施予定である
場合。その場合には、市町村と事前に協議・調整を行い、市町村が認めたものであること。

○　地域の障害児通所支援事業所との連携体制を確保しているか。

以下のいずれかに該当する場合には、要件を満たすものとする。
１．地域の障害児通所支援事業所等が参加できる研修会等を開催している場合
２．定期的に、地域の障害児通所支援事業所を参集して、情報共有の場を設けている場合
３．地域障害児支援体制強化事業や障害児等療育支援事業、その他事業を活用し、地域の障害児
通所支援事業所に対して助言・援助を行っている実績がある場合。
４．令和６年４月１日時点では上記の各取組を実施していないが、令和６年度早期に実施予定である
場合。その場合には、市町村と事前に協議・調整を行い、市町村が認めたものであること。

○　ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝの推進体制を確保しているか。

以下のいずれかに該当する場合には、要件を満たすものとする。
１．保育所等訪問支援の指定を有している場合。
２．同一法人及び同一市町村内であって、保育所等訪問支援の指定を有している事業所との連携に
より、体制を確保している場合(指定管理等の場合であって、一体的に運用されている場合には他法
人でも可）。
３．令和６年４月１日時点では上記の各取組を実施していないが、令和６年度早期に実施予定である
場合。その場合には、市町村と事前に協議・調整を行い、市町村が認めたものであること。

○　入口としての相談機能を果たす体制を確保しているか。

以下のいずれかに該当する場合には、要件を満たすものとする。
１．障害児相談支援の指定を有している場合。
２．同一法人及び同一市町村内であって、障害児相談支援の指定を有している事業所との連携によ
り、体制を確保している場合(指定管理等の場合であって、一体的に運用されている場合には他法人
でも可）。
３．市町村から委託相談を受託している場合。
４．発達支援の入口の相談を、市町村が中心になって行っており、当該相談と日常的な連携を図り
ながら、必要な支援を提供できる体制があること。この場合には、事前に市町村と協議・調整を行う
こと。
５．令和６年４月１日時点では上記の各取組を実施していないが、令和６年度早期に実施予定である
場合。その場合には、市町村と事前に協議・調整を行い、市町村が認めたものであること。

○　地域の障害児支援体制の状況及び基本要件に関する取組の状況を年に１回以上公表している
か。
※ 令和６年度終了後の公表を想定しているため、令和６年度中は未実施で可

以下に該当する場合には、要件を満たすものとする。
１．地域の障害児支援体制の状況及び基本要件に定める取組の状況について年に１回以上公表し
ている場合。この場合、市町村や他の加算対象事業所との連携により、共同で作成したものでも差
し支えない。

令和7年6月公表

障害児相談支援事業実績
計画相談作成実人数82人
（小鳩園を含む4事業所利用）

2に同じ

地域の障害児通所支援事業所に対して助言・援
助を行っている。
（R6年度実績：1事業所）
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上伊那地域自立支援協議会への
参加
こども若者部会（6/4、2/6）
重心医ケア連絡会(8/9)
こどもサービス連絡会(7/1)

保育所等訪問支援事業実績
保育所・幼稚園　1箇所9回　支援会議等3回
小学校　1箇所21回　支援会議等2回



○　自己評価の項目について、外部の者による評価を概ね年に１回以上受けているか。
※ 令和６年度中は、今後実施予定であることでも差し支えない

以下のいずれかに該当する場合には、要件を満たすものとする。
１．第三者評価等、外部の評価機関による外部評価を受審している場合。
２．運営基準に定められている自己評価を行う際に、第三者の同席を求める等、第三者が参画する
形で自己評価を行っている場合。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒　実施予定の場合は、実施目安と
なる時期　　5月頃

○　従業者に対する年間の研修計画を作成し、当該計画に従い、１年に１回以上研修を実施してい
るか。
※ 令和６年度中は、今後策定する予定であることでも差し支えない

以下に該当する場合には、要件を満たすものとする。
１．全従業者を対象とした研修計画を策定し、計画的に支援の質に関する研修を実施している場合
　※　基準において実施が義務付けられている、虐待防止に関する研修及び虐待防止に関する研
修等の実施のみの場合は不可。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒　実施予定の場合は、実施目安と
なる時期　　　月頃

２．体制要件

確認事項 取組状況

主として包括的な支援の推進と地域支援を行う者を配置できる体制があること。

　以下の職種に該当する者であって、障害児通所支援又は障害児入所支援、若しくは障害児相談
支援に５年以上従事した経験のある者を、児童発達支援給付費の算定に必要な人員に加えて１以
上配置（常勤専任による配置）できる場合（下記ロとは異なる者を配置すること）。
※ 経験年数は、資格取得後から当該支援に従事した経験年数とする。
【対象となる職種】
　　理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、心理担当職員、保育士、児童指導員

主として専門的な発達支援及び相談支援を行う上で中心となる者を配置できる体制があること。

　以下の職種に該当する者であって、障害児通所支援又は障害児入所支援、若しくは障害児相談
支援に５年以上従事した経験のある者を、児童発達支援給付費の算定に必要な人員に加えて１以
上配置（常勤専任による配置）できる場合（上記イとは異なる者を配置すること）。
※ 経験年数は、資格取得後から当該支援に従事した経験年数とする。
【対象となる職種】
　　理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、心理担当職員、保育士、児童指導員

多職種連携のチームアプローチにより、専門的な支援を提供できる体制があること。

　理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、心理担当職員、保育士及び児童指導員を全
て配置すること。ただし、当該配置にあたっては、以下の点に留意すること。
・　保育士及び児童指導員については、３年以上障害児通所支援又は障害児入所支援の業務に従
事した経験を有する者を配置する必要があること。なお、経験年数は、資格取得又はその職種として
配置された以後の経験に限らないものとする。
・  基準人員、児童指導員等加配加算、専門的支援体制加算により加配した人員、上記イ及びロの
人員でも可能とする。
・　配置すべき者に係る職種のうち２職種までは常勤・常勤換算ではない配置によることも可能であ
ること（例：同一法人内の他の施設に勤務する専門職の活用等により２職種を有する者（理学療法
士・作業療法士１名ずつ）を自事業所に勤務させる体制を確保する等）。
・　同一者が複数の職種を有している場合には、２職種までに限り評価を可能とする。

令和7年2月から3月にかけて保護者及び従業員
を対象としたアンケートを実施し、回答結果を基
に自己評価を行った。
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職員研修実績
別紙のとおり

別紙_組織体制図のとおり



令和 6 年度 研修実績 
児童発達支援センター 小鳩園 

 
 

啓発活動 研修会場 内  容 計画回数 開催日 
小鳩園研修 小鳩園 市内保育園幼稚園職員対象に小鳩園での保育療

育を体験する。 
10 回 
（1 回/月） 

6 月〜8 月 
8 回 

保育施設等職員向け研修 
 

市内各園出張 市内保育園幼稚園職員対象に該当園に出向いて
研修を行う。 

希望依頼に応じて 
 

1 回 

ペアレントトレーニング a 
（小鳩通園児） 
 

小鳩園 発達に特性のある子どもを持つ保護者対象の適
切な関りを学ぶ。小鳩園保護者グループ・地域保
育園保護者グループ 

前半はおたより形式で療育につ

いてわかりやすくつたえていく 

5 回×2 

5〜8 月、10〜２月 

各月 1 回 

ペアレントトレーニング b 
（小鳩以外通園） 

小鳩園 8 回×２ 6〜3 月の各月 1 回 
×2 グループ 

 

職員研修 計画日程・研修名 開催団体 備  考 開催日 
外部研修 児童発達支援管理責任者基礎研修対応初任者研修

およびサービス管理責任者・児童発達支援管理責
任者基礎研修 

⻑野県相談支援専門員協会   6/17、26〜28 
2/13〜14、27〜28 

児童発達支援管理責任者実践研修 ⻑野県相談支援専門員協会  12/26〜27 
1/9〜10 

令和 6 年度専門コース別研修障がい児支援研修 ⻑野県相談支援専門員協会  12/6 
PECS レベル 1 ワークショップ ピラミッド教育コンサルタント

オブジャパン 
言語のない人へのコミュニケーショ
ンシステムの基礎研修 

6/29〜30 

園内研修 【隔月〜随時】 園内職員の資質向上のために児童発達支援の研修を行う。 各月 1〜2 回実施 
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【児童発達支援センター小鳩園】
◎管理者
　センター長

【児童発達支援事業】　【保育所等訪問支援事業】
　◎児童発達支援管理責任者（副園長・保育士）

【重心（小鳩園）】
◎児童発達支援管理責任者

（保育士）

※保育所等訪問支援事業


